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研究ノート
スペイン各地域の経済的不均等発展
—高度成長期・経済危機期・経済回復期ー―-
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1. 高度成長期 (1960~74年）における地城間不均衡の進展
1.1 生産・人ロ・雇用の地域的集中フ゜ロセス
1. 2 工業の地域的拡がり
1. 3 地域間一人当たり所得格差の縮小
1. 4 各地域の産業構造の変化
2. 経済危機期 (1974~85年）における地域間不均衡の進展―4つのスペイン
2.1 「危機に瀕したスペイン」一ーカンタブリア沿海ベルト地帯
2.2 「成長を維持するスペイン」
2.3 「生き残ったスペイン」と「過疎化するスベイン」
3. 経済回復期 (1985~90年）における地域間不均衡の進展
3. 1依然として好調な地域一ー「両諸島」「地中海沿岸」「エブロ河流城」
3.2 マドリード経済の後退
3.3 アンダルシア経済の「離陸」
3.4 低迷しつづける地域
4. スペインの地域政策—むすびにかえて
1. 高度成長期 (1960~74年）における地域間不均衡の進展
1959年の「経済安定化計画」を契機に，スペイン経済は「自由化」と「対外開放」に踏
み切った結果「奇跡の成長」を遂げる。この時期に各地域がたどった推移をグローバルに
特徴づけると，①高度成長フ゜ロセスによって生産・人ロ・雇用の地域的集中が生じた。②
工業の場合，こうした地城的集中に並行してある程度の地域的分散もみられた。③各地方
の豊かさを計るひとつの指標である一人当たり所得は，この時期に地域間格差をかなり縮
小させた。そして④すべての地域が急速な産業構造の変動フ゜ロセスー一つまり「工業化」
と徐々に強まる「サービス化」，見方を変えれば「脱農業化」の波—に曝されることに
なった（文献⑤ p. 747)。
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1.1 生産・人ロ・雇用の地域的集中プロセス
現在の17の自治州について，①の特徴を具体的にみてみると，表1から分かるように，人
ロ・雇用•生産（付加価値）のすべてのシェアをこの時期に高めたのは，マドリード・カ
タルーニア・バスクおよびバレアレス・カナリアの両諸島だけであった。カタルーニアと
バスクは，スペインにあって「産業革命」を経験した例外的な地方であり，マドリ＿ドは
イベリア半島のほぽ中心に位置する地理的特性と，首都としての優位さ―この利点は，
1959年以前つまり「アウタルキー・統制経済」時代にはとりわけ大きなものであった―
に加えて，首都を核にして放射線状に展開された輸送通信網に恵まれている。またバレア
レス諸島とカナリア諸島は，いずれも「太陽をもっぱらの売り物」(monocultivodel sol) 
とする槻光の島であり， 59年の経済安定化計画の実施以降，対外開放路線に転じたスペイ
ンの外国人「観光ブーム」に乗ったのである（ちなみに，スペインを訪れる観光客は1959
年の290万人から1973年には国の人口に匹敵する3450万人に急増した）。
その反面この時期に，人ロ・雇用•生産のいずれのシェアをも低めたのは，アンダルシ
ア・カスティーリャ＝ラマンチャとカスティ＿リャ＝レオン（以下，両カスティーリャと
略称）・ガリシア・エストレマドゥラ・アラゴン・リオハおよびアストゥリアスとカンタ
ブリアである。主に内陸部にあって「歴史的後進地城」とされる両カスティーリャ・エス
トレマドゥラ・アンダルシアや，「辺境」の地にあって有力な産業もないガリシアの他に
＿かつてはスペインにおける初期工業化時代の花形産業である石炭・鉄鋼の主産地とし
て，高い工業水準を誇る「カンタブリア沿海ベルト地帯」をバスクとともに形成してきた
ーアストゥリアスとカンタプリア（サンタンデール県）までが，相対的地位を低下させ
た点に留意しなければならない。
全般に後れたスペイン経済にあって悲劇的な「内戦」後，いち早く (194吟三代から）バ
スク地方とともに全国平均を上回る生産活動を，鉄鉱・石炭などの鉱業や製造業において
再始動させたこの両地方では，高度成長期に（アストゥリアスの場合はすでに 1950年代か
ら）成長率が全国平均を下回るという意味で「斜陽化」のプロセスが始まり，その傾向は
「経済危機」によって深化した。が，その理由は単純である。高度成長の主役を演じたエ
業部門（第二次産業）に分類される鉱業は，この時期に約50彩も生産高を減少させた（文献
@ p. 19)ために，問題の両地方とりわけ鉱業と製鉄に特化してきたアストゥリアス経済
は，その影響をもろに受けたのであった。他方，アストゥリアスに比べて第一次産業の比
重が高いカンタブリア経済への打撃は比較的軽かった。
その他の地方は，高度成長の「光と影」の中間部分に位置しており，この成長期をつう
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じて相対的な地位をあまり変動させなかった。こうした相互の位置関係は，各地城につい
て一人当たり所得の相対的水準とその成長率を両座標軸にとった図1から，はっきりと読
み取れる。
同図の I象限には，一人当たり所得の水準と成長率がともに全国平均を上回る「豊かな
東北経済圏」＝バスク・カタルーニア・マドリードと，「観光ブーム」に恵まれた両諸島の
うちバレアレスが含まれている（カナリア諸島も，一人当たり所得の成長率は高いがその
水準は全国平均におよばない）。これと対照的なのは，皿象限に属する「歴史的後進地域」
＝エストレマドゥラ・両カスティーリャ・アンダルシアおよぴガリシアであって，一人当
たりの所得水準・成長率ともに全国平均に達していない。
]I象限には，一人当たり所得水準はまだ全国平均を下回っているものの，その成長率は
平均より高い「成長株」のカナリア諸島とムルシアが位置している（ムルシアは，後ほど
明らかになるが，バレンシアとともに「地中海沿岸ベルト地帯」を形成して隆盛に向かう
ことになる）。その対極のIV象限には， アストゥリアス・カンタブリアおよびアラゴン・
リオハが属している。前者の両地方では，すでに述べたように基幹産業が斜陽化しており
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図1 各地域の不均等発展一高度成長期 (1960~75年）
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見通しは明るくない。しかし後者＝アラゴン・リオハは，この時期には工業化のみならず
農業生産調整も遅れたために悪影響がみられるものの，後述するようにやがて「エプロ河
流域ベルト地帯」の一角を構成して活性化することになる。
1.2 工業の地域的拡がり
高度成長期にスペインの工業は，すでにしつかりと根づいて伝統もある地域一ーバルセ
ロナ県ととくにダイナミックに成長したマドリード州＝県，つづいてビスカヤ県と，やや
距離をおいてバレンシア県・ギプスコア県一ーに集中する傾向を示したと同時に，他方で
は工業の拡散傾向も見られた（文献⑥ p. 750)。まず第一に，既存の大都市工業圏が周辺
に拡大していったケースが指摘される。具体的には，マドリード市・バルセロナ市・ビル
バオ市がそれに該当し， 各市の工業中心部からの波及効果があらわれたのである。マド
リ＿ドの場合は隣県のグアダラハラやトレドまで，またバルセロナの場合もヘロナ県やタ
ラゴナ県に一ーさらには「地中海沿岸ベルト地帯」を形成することになるバレンシア州や
ムルシア州にまで一ー工業化の波がおしよせることになった。ただし， ビルバオ市の場合
は当時，最大級の「カンタブリア沿海ベルト地帯」がすでに存在しており， ビルバオ市域
を大きく越えてその周辺部がさらに工業化されることはなかった。むしろこのベルト地帯
に属するアストゥリアスとカンタプリアは，すでに見たように1960年前後から斜陽化の傾
向をたどっていたのである。
第二のケースは中規模工業都市の発展に関連している。こうした工業都市が発展してゆ
くうえで，新しく工業を誘致しようとする保護政策が有効であった場合＝政策型と，立地
条件などに恵まれていわば内発的に発展が起った場合＝内生型が考えられる！）。後者の代
表例としてはバリャドリー・ウエルバ・サラゴサが挙げられ，またやや見劣りするがコル
ーニャ・セビリャ・ビーゴもそれに該当するだろう（文献⑥ p. 750)。
1) ただし，政策的に工業を育成• 発展させる試みが成果を挙げたケースは稀であった。
というのも， この時期の代表的な地域政策は「いろいろな地域間に存在する経済的不
平等を是正する」ために策定された「発展計画」（第一次=1964~67年， 第二次＝
196む 71年，第三次=1972~75年）であるが，それの中核のなす「開発拠点」方式に
ついて，「その効果は非常に限られたものであった」と評価されるからである。具体
的には， 1975年末までに 1350億ペセタが投下されて8万人の雇用が創出され， 1,005
社の企業が設立されはしたものの，そのうち75年末現在も操業していたのは694社に
すぎなかった。文献⑨ pp. 733-734. 
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第三は小規模工業中心地が生成•発展したケースである。この場合も都市型と農村型に
細分できる。すなわち，アリカンテ・ヘロナ・ボンテベドラなどの都市で，既存の伝統的
工業に依拠した発展が経験された場合と，製造業の伝統がほとんどない農村部にあって，
いわゆる「土着の工業化」が進展した場合に分けられる。後者の事例は， とりわけ地中海
沿岸地帯のほかにガリシア内陸部・カスティーリャ＝レオンとアンダルシアの若干の地域
に見られる（文献⑤ p. 750)。
ところで，カタルーニア・マドリード・バスクからなる「豊かな東北経済園」に工業生
産を集中せしめただけでなく，各中心都市からあふれさせて近隣地城にも波及効果を与え
るほどダイナミックな発展をもたらした契機は， 1959年の経済安定化計画にほかならない。
この計画によって経済の自由化と対外開放がもたらされ，その後「奇跡の成長」が帰結す
るのであるが，すでに工業生産の基盤を有していたこれらの地域は，それ以前の自給自足
（アウタルキー）政策の最大の犠牲者であり，逆に言えば59年の政策転換の最大の受益者
となった。この自由化・対外開放政策は，工業生産を遂行するうえで必須の原燃料やプラ
ントなどを輸入に頼らざるを得なかったスペインにあって比較的工業化のすすんだ「豊か
な東北経済園」にたいして，それまで生産を制約してきた「輸入のボトルネック」を解消
することになったのである。
なかでもマドリードは， この時期に最高の一人当たり所得の伸び (8.8%)を記録し
ている。その説明要因としては， この自由化・対外開放政策のほかに上述の3条件（地
理的条件・首都であることの優位さ・恵まれた輸送通信網）があることは言うまでもな
い。その結果， 1950年代ととくに 60年代に工業部門が急成長を遂げただけでなく，サー
ビス部門—政府・企業の意志決定の中枢であり金融・流通センターでもあることに伴う
諸サービスに加えて， 近年では「経済のサービス化・情報化」による生産／生活関連サー
ビス・行政サービスおよび諸々の社会福祉関連サービスーーも飛躍的に発展し近代化さ
れた。カタルーニアとバスクでも，外国産原材料などの供給正常化（ボトルネック解消）
および経済成長による国内市場の発展（購買力の向上）によって既存の工業が利益を享受
した。
この時期に「経済成長の中軸」を構成したマドリード・カタルーニア・バスクの御三家
を合わせた生産高のシェアは， 1960年の 37.9%から1975年には 5.9ボイント伸びて 43.8
％を占めるにいたった（表1)。なお，これら3地域の生産構造については， 表2から明
らかなように，マドリード経済の重心はサービス部門に，バスク経済のそれは工業部門に
あり，カタルーニァ経済はそれらの中間に位置づけられる点に，それぞれの特徴を求める
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表2 マドリード・バスク・カタルーニアの産業構造の推移
1960年 1975年
工業 建設業 サービス 工業 鳶設業 サービス
高鷹＇ 
生
＇ 鷹高 ＇ i 者羹 畠高 ＇ 
生
＇ 畠 鷹マドリード 23. 4 29. 4 7. 6 12. 7 6. 5 51. 7 25.6 26.1 6.9 12.5 66.6 59.5 ノ‘. ス ク 51. 1 42. 9 5. 0 8. 0 34. 7 3. 2 49.9 45.9 5.3 8.7 40.8 37.1 カタルーニア 44.7 39.8 3.9 7.2 41.4 35.9 41.1 40.8 6.811.3 48.239.7 
出所）文献③ pp. 57~60の Tablas13, 14, 17, 18. より作成
ことができる。
さらに言えば， 1959年の自由化・対外開放政策は，輸入のボトルネックを解消しただけ
でなく，輸出の潜在能力を有する地域にそれを実現できるチャンスを与えた。とくに観光
サービスとその関連部門（建設・商業・輸送・興行活動など）に活力をあたえ，具体的には
バレアレス諸島とカナリア諸島が最大の利益にあずかった。この両諸島は1960~75年期に，
国内総生産 GDPに占めるシェアをそれぞれ20.2596と18.99%も高めたが，それを上回る
伸びを記録したのはマドリード (35.54形）だけであった（表1)。かくて高度成長期に，
イベリア半島の御三家（マドリ＿ド・カタルーニア・バスク）と両諸島（バレアレス・カ
ナリア）からなる 5地域を中心にして，工業とサ＿ビス産業が急成長して都市化を進展さ
せたのにともない，大規模な人口移動が発生した。面積比で12彩弱のこの5地域に， 1975
年には全人口の38.6彩が集中するにいたったのである（ちなみに1960年は30.3%)。
それとは対照的に，この時期に生じた生産構造の変動によって相対的重要性を減じたの
は，イ）伝統的農業の危機に見舞われた内陸部＝メセタ（高原台地）に位置するエストレ
マドゥラや両カスティーリャ地方，口） 60年代にはやくも「脱工業化」プロセスを体験し
たアストゥリアス・カンタプリア地方，そして，ハ）エプロ河流域のとくにリオハ・アラ
ゴンおよび軽微とはいえナバラも活力を失っていた。その原因はさまざまだが，大雑把に
言えばこれらの地域でウエートの高い農業生産が不利な変動に見舞われ， しかも工業発展
が立ち遅れた点に求められる。
1.3 地域間一人当たり所得格差の縮小
高度成長期に地域間の一人当たり所得格差は縮小した。例えば， 196吟斗こ最も豊かだっ
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たギプスコア県の一人当たり所得水準は全国平均の 1.8倍強であり，最も貧しかったグラ
ナダ県のそれは平均の52劣弱であったが， 1973年には最も富裕な県（バレアレス諸島）の
一人当たり所得水準は全国平均の 1.5倍弱にちぢまり，最貧県（ルーゴ）のそれは平均の
57形に上昇した2)。絶対水準ではなお大きなヒラキを残しながらも一人当たり所得の格差
縮小をもたらした一般的要因は，すでに触れた大規模な人口移動にほかならない。
図1のIl象限に属するアンダルシア・両カスティーリャ・エストレマドウラ・ガリシア
などから， I象限の主要な地城＝カタルーニア・マドリード・バスクなどへ大量の労働力
が移動した。 1960~73年の間に，前者の5地域から合計301万人余りが流出し，そのうち
後者の3地域で221万人が受け入れられたのである（文献⑨ p. 728)。かくして前者の地
方で人口圧力が下がり，後者の地方でそれが上がった結果，生産活動が当該地域にもたら
す元来の所得水準は，一人当たりに換算すると前者で引き上げられ後者では引き下げられ
て，地域間格差は縮小することになった。
しかし，当然ながら， このことと特定地域への所得（およびそれを生み出す国富）の偏
在とは，何ら矛盾しないことに留意しなければならない。平方キロメートル当たりの所得
を指標にとる（基準=100)と，高度成長末期の1973年にマドリードは最高の 924.9を示
したが，これは最低の指標23.2(エストレマドゥラ）の実に45倍に相当する3)のである。
2)文献⑤p. 749. なお，上位5県と下位5県の平均一人当たり所得による比較でも同じ
ような傾向が指摘される（政府の移転支出＝社会保障を加味した可処分所得にかんす
るデータとジーニ係数も示しておく）。
1960 1975 1985 1989 
一人当たり所得
上位5県 150.90 130.95 133.92 128.23 
下位5県 55.33 58.29 61. 36 59.93 
ジーニ係数 0. 195 0.150 0.134 0.135 
同可処分所得
上位5県 140. 77* 126. 43 121. 57 121. 61 ** 
下位5県 62.07* 68.56 73.46 
* 1967年のデータ（それ以前のデータなし）
**1987年のデータ（それ以後のデータなし）
出所）文献② p. 40. Cuadro 9 
74.93** 
3)文献⑨ p. 728. なお，マドリードに続くのは，バスク (530.6)カタルーニア(317.3)
バレアレス諸島 (243.1)カナリア諸島 (219.4)であり，エストレマドゥラのすぐう
えには，カスティーリャ＝ラマンチャ (24.1)カスティーリャ＝レオン (33.3)アラゴ
ン (36.1)リオハ (70.8)アンダルシア (73.1)がランク付けられている。
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高度成長期におけるこうした大規模な労働力移動の結果， 1975年段階でスペインの内陸
部ーーマドリードを除き，両カスティーリャ・エストレマドゥラ・アンダルシアを含む。
面積比ではほぽ60形を占める—に残された人口は，全体の約32劣という事態にたち至っ
た。その背後には， 1820年代に採られた穀物関税による農業保護政策のおかげで，生産性
の低い伝統的な粗放農業に国内市場を確保せしめることが可能になったという事実が存在
する（文献⑨ p. 718)。その結果，問題の地域は今世紀も前半をつうじて過大な農業人口
を抱えたまま持ちこたえることが出来たのである。しかし別稿（「スペインにおける“中央
対周辺”関係と地城・民族問題」本誌4磋き4号）で明らかにしたように，スペイン内陸地
方から周辺諸地方への人口移動は17世紀以来の趨勢であって，たまたま1820年代から政策
により人為的に押しとどめられていたその流れが， 1950年代の半ばに芽生えてとくに60年
代以降に加速化した経済成長ーーそれは，農業危機と農村社会の崩壊および工業・サービ
ス産業の隆盛と都市化を伴っていた＿を契機に，堰を切るようにして溢れ出したものと
理解できる。
1.4 各地域の産業構造の変化
高度成長期に見られた産業構造の変化は，図2A・Bと表3から分かるように，イ）伝統
図2A 各生産部門における就業者比率の推移
60% 
55 
50 
45 
40 
35 
30 
25 
20 
15 
10 I 建設業
5 
0 19j60 J62 j64 j67 j69 j71 J73 J75 j77 j79 JBl J83 J85 j87 JBB 189 
出所）文献② p. 17 
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図28 各生産部門がGDPに占める実質シェアの変動
翌
~ 
~ 
4 
~ 
Q 
-2 
-4 
-6 
-8 
-10 
-12 
（基準年=1960年， 1970年価格で実質化）
;玉160162 164 167 169 11 13 1s 11 19 181 183 185 J87 188789 
出所）文献② p. 21 
表3 各部門における実質生産の推移 (1961~75年）一対前年比変化率 ％一
1961 
1962 
1963 
1964 
1965 
1966 
1967 
1968 
1969 
1970 
1971 
1972 
1973 
1974 
1975 
全期間変化率
年変化率
出所）文献Rp.16 
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農漁業 Iェ 業 l建設業 サー ビス Ic要誓費P用）
7.7 16.3 13.0 1. 2 12.0 
7.0 9.6 20.9 9.6 9.7 
8.9 10.4 6.2 4.4 7.3 
-11.3 12.8 13.7 8.1 5.8 
- 2.6 1. 2 8.0 6.8 6. 7 
7.6 12.0 1. 6 6.6 8.9 
1.8 6.3 12,0 6.1 5.9 
6.7 5.5 7.3 6.4 6.2 
0.8 13.1 10.3 7.6 8.7 
0.5 5.2 6.9 7.3 5.5 
6.3 6.0 - 1.1 5.3 5.2 
2.0 14.2 9.2 6.5 8.9 
3.3 9.7 8.5 9.7 8.8 
5.0 7.1 4.5 5.5 6.0 
- 5.5 0.1 -4.7 3.9 0.7 
42.7 275.5 228.8 175.2 178.1 
2.4 9.2 8.3 7.0 7.1 
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的農業の危機，口）工業の発展，ハ）サービス産業のとくに雇用面での躍進と，二）建設
ブームに集約できよう。まず，農業危機をひき起こした要因は，工業に比べて就業者一人
当たりの純所得が40!彩も低い農工間の所得格差と便利な都市生活の魅力といった即物的な
もののほかに，農村社会に価値槻の変化が生じた点が指摘される（文献② p. 16)。その結
果，農村での生活条件に不平を鳴らす人びとが増えた。つまりこの時期に伝統的農業の
危機と農村離れが発生したのであって， 国内総生産 GDPが 178.1彩の成長をみたのに
対して．第一次産業（農漁業）の生産は42.7%しか伸びず，年平均成長率も前者の7.1彩
に対して後者は約3分の1の2.4%にとどまった（表3)。就業者数についてもはっきりし
た落ち込みが見られる（図2A)。全就業者のうち農（漁）業に就いている者は， 196吟三
の41.7彩から1975年には23.4%にほぼ半減したのである。地域間における不均衡発展の第
ーの原因は，こうした伝統的農業の危機とそれに伴う農業地域の没落に求められねばなら
ない。
しかし伝統的農業の危機は，必ずしも農業自体の後進性を意味するものではなかった。
むしろこの時期の高度成長につれて，従来の低廉で豊富な労働力を利用できなくなった農
業経営者は，資本による労働の代替をすすめるために，工業部門で進展した重要な技術革
新の成果である農機具や肥料などを導入し，生産性の向上と農業労働力の解放を可能にし
た。もしこの労働力の解放＝供給がなかったならば，いかにその受皿＝需要が国内の工業
・建設業・サービス産業や好況にわくヨーロッパ諸国にあったとしても，上述のような大
規模な地域間の労働力移動や移民はあり得なかったであろう。
工業の発展については， 6吟三代に産業構造の深遠な変化をもたらした化学・エネルギー
そしてあらゆるタイプの機械の3分野で遂行されたダイナミックな技術進歩に注目しなけ
ればならない。この3分野が主役を演じた背後には，需要側に生じた変化ーー伝統的な素
材から化学製品へ，石炭から石油や電気へ，天然繊維から合繊や化繊へ，そして「モータ
リゼーション」にともなう鉄道から他の輸送手段への代替ーーがあったことを想起されね
ばならない。ともあれ工業は，この時期に際立った生産の伸び (275.5%増，年平均で9.2
彩増）を示しながら，就業者の比率を1960年の23.2彩からわずか4ボイント増の27.2形に
高めたにすぎない（表3・図2A)。言い換えれば，確かに工業生産性の向上は飛躍的であ
って，高度成長とその成果である大衆消費社会を出現させる主要なエンジンの役割を果た
したのだが，その反面で工業就業者数は高度成長期にありながら伸び悩んだのである。
そのうえ，工業部門の一部を構成する鉱業はすでに触れたように，この時期に約50彩も
生産高を減じた。こうした鉱工業の動向によって，同じ「カンタプリア沿海ベルト地帯」
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に属しながら重化学工業に立脚するバスクの隆盛と，鉱業のウエートが大きいアストゥリ
アス・カンタブリアの凋落が説明される。同様に，マドリードとカタルーニアの好調さの
少なくとも一部は，両地方の工業の特性に求められよう。すなわち，マドリードでは従来，
製鉄や炭鉱などの基礎（素材）工業と繊維産業とを除いた分野で比較的多様化した工業
化が展開され，他方カタルーニアでは繊維産業と金属加工を軸にした古典的な産業革命が
進展して， 1雑と紀末には最終消費財を中心にした「スペインの工場」の地位につき，サー
ビス産業のウエートもマドリードとバスクの中間に位置するバランスのよい産業構造がつ
くり上げられてきたのである（先取りして言えば建設業も，表2から明らかなようにカタ
ルーニアで大きく躍進した）。地域間で不均衡な発展が生じた第二の原因は， こうした各
地域に特有の諸工業部門の推移にあると言えよう。
サービス産業をとりわけ雇用面において躍進させた要因は， 60年代以降の観光プームの
ほかに工業化のプロセスが考えられる。工業が発展し経済が成長するにつれて，複雑化し
専門化した生産を支えるサービスのみならず，豊かになった消費者による生活関連サービ
スの需要もたかまった。「経済のサービス化」が生じたのである。 この時期にサービスの
生産高は GDPとほとんど同じ7.0彩の年平均成長率を記録し， しかもその推移は，建
設業とは対照的に小さな変動幅を伴った安定したものであった（表3)。つまり生産面か
らみたサービス産業は， GDPとほぼ同じという意味で平均的で一国際経済情勢の影響
を大きく受ける槻光業を除くと一ー安定的な動きを示した反面，雇用面では，技術革新が
一般に困難で労働生産性も向上しにくいサービス産業の弱点がむしろ幸いして，国民経済
におおきな「貢献」をした。サービス産業就業者の比率は， 1960年の28.3彩から1975年に
は39.8彩へ1.5ボイントも上昇したのである（図2A)。こうしたサービス産業の動向が，
それに比較優（劣）位をもつ地域に多い（少ない）雇用と所得を生じさせた第三の原因で
あることは，バレアレス諸島とカナリア諸島の躍進が雄弁に物語っている。
最後に，この時期の工業とサービス産業の高成長に誘発されて建設投資プームがおこっ
た。具体的には，生産用の工場やオフィス・観光などサービス関連の諸施設・都市化に伴
う住宅や公共事業関係の建設活動を挙げることができる。「加速度原理」―それによれば
所得水準の変動につれて，その数倍（理論的には資本／産出高比率）の投資が発生する_:__
が示唆しているように，建設投資は景気（所得水準）の変動につれて大きな浮き沈みを示
したものの，工業に次いで高い8.3彩の年平均成長率を記録した（表3)。これに対応して
建設業就業者比率も， 1960年の6.8%から75年に9.6彩に高まった（図2A)。この建設業
が地域間の不均等発展に及ぽした影響は，以上の説明から類推できるように，工業やサー
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ビス産業のそれとほぽ同じ方向にはたらいたものと見なせるであろう。
要するに，高度成長期をつうじて農業は総雇用に占めるウエートを約15.5ボイントも低
下させたが，その落ち込みは工業(3.2ボイント）建設業 (2.8ボイント）サービス産業(9.5
ボイント）でカバーされた（文献⑥ p. 752)。こうした各産業の動向は，スペインのどの
地域でもほぼ同じ傾向を示したとはいえ，地域間で不均衡な成長が見られたのは，当該地
域に賦与された各産業のウエートに依拠していたと結論づけられる。そして，そのような
地域ごとに不均等な発展が生じたにもかかわらず，この時期 (1960~75年）に一人当たり
の所得(GDP)で計った各地域の経済的不平等度は， 主として地域間で人口が移動したた
めに年平均で1.73%というかなりのベースで低下したのである（文献⑧ p. 159)。
2. 経済危機期 (1974~85年）における地域間不均衡の進展—
4つのスペイン
1973年10月の第四次中東戦争を契機に石油危機が発生し，スペイン経済にも少しタイム
ラグをおいてその影響が現れ出した。だが不幸なことにスペインでは，フランコ体制末期
の政治危機もが同年12月のカレロ＝プランコ首相の暗殺でもって顕在化した。「二重危機」
が発生したのであるが， 1936年7月のスペイン内戦の勃発から数えて4吟斗こおよぶ独裁者
フランコの支配体制の清算＝民主制の樹立が優先課題として設定された。当然の選択では
あったが，解決が先送りされた経済危機は深化した。それまで抑圧されてきた労働者たち
の攻勢が「体制の混乱」のさなかに，賃金・物価の悪循環という形で原油価格の高騰に追
い打ちをかけたからである（「危機の第ニラウンド」出現）。しかし問題はそれだけではな
かった。新憲法の制定 (1978年12月）でもって政治危機が一応の収拾を見た一ーそこで，
次に経済課題に着手しようとした一一矢先に，第二次石油危機が襲ってきたのである。
そのしわ寄せはもっぱら企業側に集中した。原油価格や労働コストに加えて金融コスト
（実質利子率）も7吟三代末から上昇したために，企業の収益率は， 1973年から81年まで低
下の一途をたどり，その後83年から堅調な回復プロセスに入ったが， 73年以前のレベルに
もどったのは1986年のことであった。この間，総固定資本形成（総資本形成ー在庫変動）
も1975年から84年まで一一士わずかなプラスが記録された80年 (1.3彩）と81年 (1.2彩）を
除くと一~事実上10年連続してマイナスの推移を示した。なお，総固定資本形成が7牡F レ
ベルに復帰するのは1987年のことである。
このようなスペインに特異な危機的状況は，諸外国に比べて激しい就業機会の破壊＝失
業と経済成長率の低下をもたらした。そしてこの経済危機期には，それ以前に進行してい
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た生産・人口の地域的集中プロセスが停止し，また雇用—―ーというよりこの時期に焦眉の
問題となった失業一ーも地域的集中ではなくすべての地域に拡散あるいは蔓延した。同様
に，地域間一人当たり所得の格差縮小（収倣）プロセスも停止し， とくに1979年からは逆
転傾向すら見られた0。その主な理由は，労働者が働き口を求めて地域間を移動するのを
不況下であきらめたり，移住先のスペインの都会やヨーロッパから故郷に還流したために，
それまで一人当たり所得格差を縮小してきた人口要因が作用しなくなったからである。
要するに危機の時代 (1974~85年）に，イ）それ以前の生産・人ロ・雇用の集中プロセ
スは停止し（すぐ後で見るようにマドリードはその例外であった），口）人口移動も停止
もしくは地域内や県内の移動にとどまり，ハ）以上の人口や生産の動向を反映して，一人
当たり所得の地域間収倣プロセスは停止した。そして，二）各地域の経済成長率は以前に
比べて大幅に低下したうえに，地域間のバラッキが拡大したのである。
こうして低成長のなかでの不均等発展が進行し，地域経済地図が塗り変えられた結果，
① 「危機に瀕したスペイン」，R「成長を持続するスペイン」，⑧ 「生き残ったスペイン」
そして④ 「過疎化するスペイン」の4類型が現出することになった（文献① p. 64~69)。
2.1 「危機に瀕したスペイン」一カンタブリア沿海ペルト地帯
1959年から75年の年平均で7.1%の高成長を遂げたスペイン経済も，石油ショックを契
機に低成長を余儀なくされ， 1975年から85年までの年平均成長率は1.7%に落ち込んだ。
このような生産低下に伴って就業者数も 217万8000人削減され， 失業率は1975年の3.8%
から86年には約2彩に達した。
こうした危機的状況をもたらした主要因は，工業部門に求められる。この時期に打撃を
うけたのは，エネルギー多消費型で主に「重厚長大」タイプの工業であったが，後れて経
済発展の軌道にのったスペインでとりわけウエートの高い (OECD平均のほぽ2倍に相
当する）のが，この「重厚長大」型あるいは「基礎的」工業部門であった。しかも，成長
4)この1979年に一人当たりの家計可処分所得で計って最も豊かなバレアレス諸島は，全
国平均の 125.4%, また最も貧しいエストレマドゥラは 70.6彩の水準にあったが，
1983年にはそれぞれ136.3%と67.6彩の水準となった。 なお， 政府による所得移転が
行われる前の一人当たり所得で見ると， 1979年の最高はマドリードの 138.9彩， 最低
はやはりエストレマドウラで59.6彩であり， 83年にはこの指標でも格差が開いてそれ
ぞれ139.1%と58.1%になっている。文献⑨ p. 731, Cuadro 10。
なお， 144ページの脚注の表も参照されたい。
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図3 各地域の不均等発展ー経済危機期 (1975~85年）
1人当たりGDPの年平均成長率％（全国平均=l.8%)
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出所）文献③ p. 35 
期に生産などの地城的集中プロセスが進行して，このような工業部門＝製鉄・造船・プラ
ントおよぴ同じく危機に曝された繊維産業は，主として「バスク」と「カタルーニア」に
偏在した。図3のW象限は，そうした危機の地域的影響を集約的に示している。成長期の
御三家＝バスク・カタルーニア・マドリードがすべてこのW象限に転落したのである。つ
まり「カンタブリア沿海ベルト地帯」全域（すでに60年代から鉱業の不振に悩まされてい
たアストゥリアス・カンタブリア両地方に加えてバスク地方）「カタルーニア」「マドリー
ド」の先進地域がすべて，全国平均で 1.8彩という低い一人当たり所得の伸びでさえ達成
できなくなり，なかでも，ー0.3彩を記録したバスクの落ち込みが際立っている。
このバスク経済の凋落には，その地域に特有の政治的混乱も作用しているだろう。具体
的には，バスク地方の2県＝ギプスコア・ビスカヤにおける過激な独立分離派 ETA(祖
国バスクと自由）の存在であり，それを傍証するものとして一人当たり所得の低い伸び率
が挙げられよう。すなわちこの両県を合わせた実績は， 1973~85年の年平均でアストゥリ
アス (0.70形）やカンタブリア (0.96形）にも及ばないー0.27 96であったが， その背景
には，この時期の工業や建設業の落ち込みをカバーすべきサービス産業が， この地域では
むしろ低迷した事情が指摘される（文献① p. 671っ
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表4 各部門における実質生産の推移 (1976~85年）
一対前年比変化率彩一
農漁業 工 業 1建設業 サービス I(貞乱ば用）
1976 4.3 4.1 -3.3 4.2 3.4 
1977 -3.8 4.8 -1.5 4.3 3.0 
1978 6.4 1. 7 -4.8 2.0 1. 7 
1979 -4.7 -0.7 -4.2 1. 4 0.4 
1980 6.8 0.3 -1.5 1. 6 1. 2 
1981 -9.5 -0.2 -0.2 1. 2 0.1 
1982 -1.5 -1.2 2.7 2.5 1. 4 
1983 6.2 1. 6 0. 1 1. 8 1. 9 
1984 8.6 1.1 -6.2 2.6 2.0 
1985 3.1 2.1 2.3 2.3 2.3 
全期間変化率 15.2 14.3 -15.8 26.6 18.8 
年変化率 1. 4 1. 3 -1. 7 2.4 1. 7 
出所）文献③ p. 18 
危機に寵面した工業は，スペイン全体でこの時期平均して年1.3彩しか成長せず（表4)
就業者比率も 27.2彩から2.4ボイント下がって24.8彩になった。そのうえ建設業も，工業
より先鋭な危機に見舞われたのである。建設業の成長率は年平均で一1.7%に低下し，エ
業部門の約3分の 1にすぎない建設業就業者のなかから，工業とほぼ同数の失業者が出現
した。そして工業と建設業をあわせると，農業部門での雇用喪失 (5.7ボイント）に匹敵
する約5ボイントの就業機会が消滅したのであった（図2A)。 この建設業の危機は一一
主として工業用建設投資や都市の住宅建築の落ち込みに起因していたとすれば一ー工業危
機によって誘発され，かつその危機を深化させたものと理解できる。したがってまた，建
設業の危機が及ぽした地域的影響は工業危機のそれとほぽ同じものであって，図3のIV象
限に属する地方がその主な被害者であったと言えよう。
具体的には， 60年代にすでに斜陽化していたアストゥリアス・カンタブリアに加えて，
当時は力強い経済的活力を誇示していたバスク地方（ただしアラバ県は除く）までが， 70
年代半ばからの経済危機に伴う全般的な「脱工業化」の影響を最もつよく受けた（表5)。
かくて， アストゥリアス・カンタブリア（サンタンデール）・ギプスコア・ビスカヤの 4
県からなる（アラバ県を除いた狭義の）「カンタプリア沿海工業地帯」は，「危機に瀕した
スペイン」を形成することになった。
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スペインでは例外的な産業革命の実績を誇るこの地域に，過去と比べてもまた同時代の
他の地域と比べても経済的活力を喪失させた要因は，つぎの3点に要約できよう。
イ） 「基礎的」工業部門＝鉱業・製鉄・造船・プラントヘの高度な特化。この地域のエ
業生産比率はすでに1960年にいずれも50%を超えており（全国平均=36.7免＇），それらの部
門が成熟を遂げた70年代半ば以降は，衰退のプロセスをたどることになった。アストゥリ
アス・カンタブリアの場合は1960年前後に，バスクの場合は70年代半ばからそうした「脱
工業化」の過程をたどり， 1960年から85年までの間にそれぞれ11ボイント・ 16ボイント・
8ボイントも工業生産比率を下げた。それでもなおバスクとアストゥリアスの工業生産比
率は，スペインで1位 (47.8彩）と 2位 (44.1%)を占めている（文献⑭ pp. 785~786)。
ロ）こうした特化とも関連するが，この地域の生産構造はあまり多様化しておらず，エ
業製品需要のいわゆる「重厚長大」から「軽薄短小」への急激な変化に対応できなかっ
た。この対応の遅れは，「体制の混乱」のさなかに倒産する企業が続出した情勢下では無理
もないことだが，現状維持で良しとする企業家達の消極的態度にも起因していただろう。
ハ）伝統のある旧い生産構造に伴う硬直性が存在し， また伝統的なこれら既存の部門
内で地域経済問題の解決をはかろうとする頑迷な態度が企業あるいは行政サイドに見られ
た。そして旧式の生産関連基盤（インフラ）の存在がかえつて邪魔になった側面も指摘さ
れよう（文献③ p. 31)。
なお「脱工業化」の概念は，工業が成熟したある一定の経済発展段階から工業そのもの
の成長は停止するという，あらゆる経済がたどる長期的な傾向として捉えられる。そし
てこの脱工業化の段階では，工業生産の相対的重要性と活力が停滞あるいは減退し，そこ
での雇用も失われ， しかも他の諸部門によって相殺ないし吸収されない状況が出現する。
そうした「脱工業化」社会の諸問題とりわけ雇用問題が解決されるには，知識／情報サー
ビスなどが「工業製品」に代わって重要な商品となる「情報化社会」の出現を待たねばな
らない。だが，スペインが情報化社会の仲間入りをするのはやっと80年代後半のことで，
「世界の技術的変化の深遠さと自国の相対的な遅れにスペイン政府がはっきり気づいたの
は， EC加盟を目前にした1985年のことであった」。そして翌86年4月にいわゆる「科学
（技術助成）法」が制定される運びとなった（文献③ p. 188)。
こうした点は， 1970年代半ばから変化しだした投資動向によって裏付けられる。投資
を，旧設備をたんに拡大するためのものと，新鋭設備を設置するためのものに分けて考察
すると， 70年代後半からの10年間に「拡大投資」の60%以上は，当然ながら旧工業地帯の
カタルーニア・バスク・マドリードで占められたのに対して， 80年代前半に当該地域を活
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性化することになる「新規投資」は，次節で述べる「成長を持続するスペイン」を中心に
一つまりバルセロナ県を筆頭に，タラゴナ県・サラゴサ県・マドリード県・バレンシア
県，そしてやや距離をおいてアリカンテ県・カステリヨン県・バレアレス諸島・ナバラ県
そしてカ・ディス県に一一投下され， バスク地方を含む「カンタプリア沿海ベルト地帯」
のランクはずっと低くなった（文献⑥ pp. 758~759)。この地帯で「産業再編」がさし迫
って必要であるにもかかわらず遅々として進まない背後には，こうした新規投資の不足が
存在したのである。
危機下にありながら企業家精神を発揮できず，「新規投資」を呼び込めなかった「カン
タブリア沿海地帯」ではあったが，その失業率は1986年段階でアストゥリアス・カンタブ
リアとも全国平均 (21.2彩）を下回っていた。すなわち前者で19.7彩，後者で18.396にと
どまり，バスクだけがそれを上回る23.5%を記録した。とはいえ，こうした数値は必ずし
も実際の失業水準を反映しているとはかぎらない。 とりわけ注意を要するのは，アスト
ゥリアスやカンタプリアで零細経営の第一次産業に従事している労働者が高いウエートを
占めており，そうした産業は周知のように「偽装的失業」を抱えている可能性が高い点で
ある。さらにアストゥリアスには，旧基幹産業にかかわる INI(国家産業公社）関連の公
企業が多く， ここにも「偽装的失業」が存在すると見なして間違いないだろう。 ともあ
れ， 60年代から一貫して雇用の減少を見てきたアストゥリアス・カンタプリアに加えて，
60年代には雇用を増加させたものの危機期にそれを激減させたバスクを含むこの地域全体
＝「カンタブリア沿海工業地帯」は， 1955年から85年までの30年間に就業者の0.3形に相当
する3,347の雇用機会を失ったのである（文献⑭ pp. 781~784)。
2.2 「成長を持続するスペイン」
危機のなかにあって成長を続けたスペインの地域は，表5と図3のI. Il象限から読み
取れるように，イ）両諸島＝バレアレスとカナリア，口）地中海沿岸＝カタルーニア（レ
リダ県を除く）からバレンシア・ムルシア・アンダルシア東部（アルメリア県・マラガ
県）に至る地域，およびハ）エブロ河流城＝カタルーニアのタラゴナ県からアラゴン地方
のサラゴサ県・ リオハ・ナバラに至る地域から構成される。なお，二）マドリードは，成
長率で全国平均を下回り (IV象限に属し）工業危機の大きな影響を受けたとはいえ，表5
から分かるように人ロ・雇用•生産のいずれのシェアも， 以前（表1) と比較にならな
い値ながらプラスのままで推移させ，成長期の御三家＝マドリード・カタルーニア・バス
クのなかでは比較的うまく「危機を回避」した。そういう意味で「成長を持続するスペイ
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ン」の末尾に入れておこう。
バレアレス諸島と（まだ一人当たり所得水準で全国平均に達しないが）カナリア諸島を
「成長頭」に位置づけさせ，またマドリ＿ドに危機を乗り切らせたのは，危機期にあって
雇用と実質生産を高めた唯一の産業＝サービス部門にほかならない（図2A・B)。1975
年段階でこのサービス部門の雇用比率は，高い順にマドリード (59.5彩）バレアレス諸島
(53.1彩）カナリア諸島 (52.9%)で，これに続くのはアンダルシア (40.8形）であっ
た。なお85年の比率は，それぞれ 68.5彩 ·57.1%·64.4彩• 54.1彩に高まっている（文献
② p. 58, Tablas 14, 15.)。
ともあれ，今世紀初めから「豊かな東北経済圏」を構成してきた御三家に代わって，経
済危機期 (1974~85年）には「バレアレス・カナリア両諸島」とならんで「地中海沿岸」
地帯と「エブロ河流域」地帯が，「経済成長軸」を形成することになった汽
まず「バレアレス・カナリア」両諸島の踵進から見ていこう。
この危機期にあって国内総生産 GDPに占めるシェアをそれぞれ32.7%と25.2彩も高
めた（表5)この両諸島は，堅調なサービス産業の存在とりわけウェートが大きい観光業
の発展に依拠していた。一般にサービス部門は，工業と建設業で発生した景気後退に一
所得変動の影響をあまり受けない消費者向けの必需的サービスや， そうした変動を積極
的に打ち消して最気の安定化・下支えを図ろうとする政府サービスをつうじて一一歯止め
をかけたものと考えられる。具体的には，この時期に年平均で 1.7彩しか成長しなかった
GDPを尻目に2.4彩も伸びたサービス産業は， GDPに占めるシェア（時価表示）を1975
年の51.2彩から85年には61.5彩に高め，全雇用におけるシェアもこの10年間に39.8彩から
50.3彩に上昇させたのである（文献③ P, 58, p. 60. Tablas 14, 15, 18, 19.)。
さらに，こうした「反景気循環」的な機能を有するサービス部門のなかの観光業では，
世界経済の回復という撓倖に恵まれた。スペインの経済回復に2年ほど先行する83年から
合衆国を先頭にして世界経済は上昇気流に乗り，また82年末からの替為レートの減価（ペ
セタ安）も観光客の誘致に好ましい結果をもたらした。この83年に観光収入（ペセタ建て）
は前年比で名目約26%〔実質では7彩〕増となった（文献④ p. 180)。その好影響が「太
陽をもっぱらの売り物」とする観光の島＝バレアレスとカナリアまで伝わってきた。
5)ちなみに，この両地帯が交差するカクルーニアのタラゴナ県は，この危機の12年間の
平均で年率4彩の高成長を記録した。文献① p. 65. 
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つぎに「地中海沿岸」地帯の活況について
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カタルーニア・バレンシア・ムルシア（広義に理解すればアンダルシア東部もふくむ）
「地中海沿岸ベルト地帯」を，経済危機のもとで新たな「発展軸」に据えさせた要因は，
バレアレス諸島やカナリア諸島の場合のように簡単なものではなかった。というのもこの
地域は，過去40年ほどの間に，①外国市場と結びついた農業を近代化させ ②複雑で多岐
にわたる工業基盤を整備し，そして③観光業を中心にしたサービス産業の急成長をつうじ
て， 80年代に新たな「発展軸」として自らの地位を確立したからである。いまや13彩の国
土に28%の人口を擁する上記の3地域は， GDPの約3分の 1を生産するスペインで有数
の経済圏を形成し，しかもこの地城の産出物がスペイン全体の輸出の40彩強を占めており，
「輸出につよい周辺」 (periferiaexportadora)という従来からの名声を一層確かなもの
にしたのである（文献⑩ p. 798)。
まず，「地中海沿岸」農業の一般的特徴は，イ）伝統的な労働集約農業が主として零細な
規模で経営され，しかも全国平均をかなり上回る高い生産性をあげてきた。同時に，口）近
年，資本化された近代的農業も展開されている。そして，ハ）それらは一般に， ョー ロッ
パに近いという「地の利」と「地中海性気候」による大きな比較優位に恵まれて，輸出向
け生産に特化している点にある。しかも，二）農漁業就業者の比率はかなり低い（この3
地域を均してみると，全国平均の17.7%に対して約1彩にすぎない。 1985年）。 さらに，
ホ）地中海沿岸地方で都市化の強いプロセスが見られたため，パートタイム農業（兼業農
家）がかなり一般化している。その結果，労働市場が複雑になり，観光業や建設業を中心
に季節労働や臨時雇用が錯綜して「水面下（地下）経済」出現の土壌を提供することにな
った（文献⑩ p. 806)。
つぎに，この地域の工業の特徴としては，イ）製造業の伝統がほとんどなかったところ
に「土着の工業化」が進展して，それが現在の工業基盤の大部分を形成している。口）そ
うした工業では，最終財を中心にした主として労働集約的生産が展開され，賃金格差（低
賃金）にもとづく比較優位のもとで輸出競争力を発揮してきた。他方で，ハ）外国資本が
新しい生産部門に進出して，工業生産の「飛び地」を出現させた。以上の特徴から類推で
きるように，この地域の中心をなすカタルーニア・バレンシア地方は，スペインのなかで
も中小企業が圧倒的に多くその比率も高い。それらの企業は主として食品・繊維•履物・
木材・家具・玩具といった製造業に従事してきた。例えば，この「地中海沿岸」地帯の第
ーの都市バルセロナでは，繊維・ アパレル・金属加工が主な伝統産業であり，第二の都市
バレンシアを代表する伝統的な産業は，照明器具・陶器・家具・タイルということになっ
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ている（文献⑩ pp. 806~807)。
最後に，重化学工業が優位を占めた「高度成長」時代から観光業を成長させてきたの
は，この地域の農業に比較優位を賦与したのと同じ要因つまり「地の利」と「地中海性気
候」に求められるであろう。主としてヨーロッパから太陽を求めて観光客が訪れたのであ
る。そうした観光産業の重要性は，つぎの事例が如実に示している。バレンシア地方南部
に位置するアリカンテ県の場合，総雇用の4分の1が直接もしくは間接的に観光業で創出
され，観光業従事者の一人当たり所得は工業従事者のそれを20彩も上回っていた， と報告
されている（文献⑩ p. 809)。
要するに「地中海」軸を樹立させた要因は，イ）バルセロナ市とバレンシア市の「二大
経済中心地」から発する工業拡散・波及効果と，口）両市につづく「中規模」のムルシア
市・アリカンテ市・ヘロナ市・タラゴナ市といった既存の拠点における「土着の工業」の
確立，そして，ハ）フランス国境に近い浜辺の町（ボルトボウ）からムルシア地方の漁村
（アギラス）に至る海岸線で，近年展開されてきた観光業への超特化が挙げられる。二）
もちろん，こうした二大都市から中小工業都市や小さな観光の町々まで張りめぐらされて
いる，発達した交通・コミュニケーション手段の存在も特筆しなければならない。北はヒ°
レネーを越えてヨーロッパと直結し， 南は地中海沿いにアリカンテまで延びる高速道路
A-7ゃ，それに平行して走る国道N-340とN-332に代表される，スペインでは比較的濃密
な道路網が「地中海」軸を確立するうえで大きな役割を果たしたのである。
こうした「地中海」軸の確立プロセスをつうじて，もともと「輸出につよい周辺」の輸
出構造は複雑で多様なものになってきた。たとえばカタルーニアでは，伝統的な輸出産業
〔履物・繊維・農産物・食品〕が後退して代わりに比較優位のトップの座を，鉄工・金属
加工・化学製品が占めるようになった。バレンシアでも，伝統のある地場産業的な輸出品
が，外資系企業（フォード •IBM ・「地中海石油」など）による製品輸出によって席捲さ
れている。 「土着の工業化」をもたらした要因が，その地に外国投資を誘致したのである
が，そうした外資導入によって輸出競争力の新たな展開と比較優位の活性化が可能となっ
た。上記の工業生産の「飛び地」はその拠点なのであって，そこでは外資系の化学工業・
金属工業・建設資材・食品工業が主役を演じている（文献⑩ p. 810)。
以上のように，経済危機下で依然として「成長するスペイン」を形成した地中海沿岸地
帯ではあったが，その中心的存在のカタルーニア地方は国内総生産 GDPに占めるシェ
アを4.16彩も低下させた（表5)。最後にこの点に触れておこう。
カタルーニアは，スベインが輸入代替プロセスをつうじて工業化を進めるうえで大きな
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役割を果たしてきた。すなわち，輸入された外国製品を「スベインの工場」たるカタルー
ニアで模倣・製造し，それをスペイン全土に普及・伝達する「橋」の役目を演じたのであ
る。だが，工業化の進んでいたカタルーニア地方（とくにバルセロナ県）は．「カンタプ
リア沿海ベルト地帯」が危機に瀕したのと同じ理由で「経済危機」に陥った。これまでの
議論から明らかなように，伝統的な分野で高水準の工業化を達成していたがゆえにカタル
ーニアは，バスク地方（なかでもその中核のビルバオ）やマドリードとならんで経済危機
＝工業危機の被害者となったのである（逆に，同じカタルーニア地方でも，タラゴナ・ヘ
ロナ・レリダの 3県は，近代的農業や観光業のウエートが比較的高く工業も多様化してい
たために，打撃が小さかった）。
1970年代半ばの石油ショックを契機に発生した伝統的工業の危機は，「脱工業化」「サー
ビス化」に集約される産業再編を迫るものであった。だがそうした再編は，それを遂行す
べきスペイン企業にとって容易ではなかった。というのも内にあっては「体制の混乱」に
乗じて賃上げ攻勢が過熱し，外からは石油輸出国機構 OPEC等による原燃料コストの引
上げのほかに， この時期に勢力を伸ばしたアジア NICsの追い上げにも遭遇したからで
ある。「土着の工業化」から発展した中小企業が， 賃金格差（低賃金）を武器にして， 主
に最終財を労働集約的に生産してきた「地中海沿岸」地帯とりわけカタルーニア（なかで
もバルセロナ県）の比較優位の特徴は， アジア NICsとりわけ台湾や香港のそれと酷似
している。しかも，かつては同じ新興工業諸国 NICsを構成しながら一足早く「高度成
長」の波に乗れた反面，ほとんど唯一の武器であった賃金格差の優位を失ってしまったス
ペインは，代わりにそれを補うべき技術力の面でまだ「新興国」の域を出るものではな
かった。危機期にあって「成長するスペイン」を構成しながら苦しいカタルーニァ経済
の背後には，こうした状況があったものと考えられる（その状況にたいするひとつの対応
が， この地域に多いとされる「水面下（地下）経済」であろう。だがこの現象の検討は
次稿にゆずる）。
「エプロ河流域」地帯の活性化について
70年代後半の「危機の時代」に地中海沿岸地帯とならんで活性化に成功したこの地域は，
イベリア半島ではドウエロ河に次ぐ大河のエプロ河（全長910キロメートル）の中流域に展
開している。サンタンデール県のペニャ＝ラプラ山系を源流とするこの河は， ログローニ
ョ（リオハ州＝県都）サラゴサ（アラゴン州都）トルトサ（タラゴナ県）を貫流してアン
ボスタで地中海に注いでいる。したがって広義の「エブロ河流域」には，カタルーニアの
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タラゴナ県も含まれるが，ここでの考察は，サラゴサより上流の「エプロ河中流域」ー一
アラゴン州のサラゴサ県・リオハ州＝県・ナバラ州＝県（その主都パンプロナには，工プ
ロ河の支流アルガ川が流れている）から構成される地域---:-ーに限定することにしよう。
この地域を活性化させた要因としてまず，恵まれた立地条件が挙げられる。この「エプ
ロ河中流域」は，今世紀の初めから「豊かな東北経済圏」を構成してきたマドリード・カ
タルーニア・バスクのほぼ中央部に位置している。スペインでは際立ったこの東北経済圏
は，「エブロ河中流域」の産出物を売りさばく市場として， また必要な投入財を提供する
市場としての機能をつうじて，大きな経済的刺激をこの地城に与えたものと考えられる。
そうした外部経済効果は一ーフランスとも直結する地中海沿岸の高速道路A7からバルセ
ロナ市南方で分岐してサラゴサ市に至る高速道路A2の他に，このA2にサラゴサ市で接
続してさらに西北にビルバオ市まで伸びる高速道路A68と，ナバラ県に入ってA68から分
岐してパンプロナ市に至る高速道路A15という一スペインではまだ稀少な高速道路網
に象徴されている。「エプロ河中流域」のなかでとくに活力にあふれているのも， この高
速道路A68とA15の周辺地帯なのである。だが，こうしたエプロ河流域の「谷」から離れ
た「山」の地方では，深刻な停滞状況が見られる（このいわゆる二重構造の問題には後ほ
ど触れよう）。
スペイン経済全体が危機に瀕した時期に， この地域を浮上せしめた内生的要因として
は，比較的バランスのよい、生産構造が指摘される。この地域は共通して，全国平均に比べ
ると農業と工業のウエートが高く，逆に「経済のサービス化」はあまり進んでいないので
る。同地域のリーダー格であるアラゴン地方の状況を中心に，具体的に見てみよう。
アラゴン地方に「危機」の影響が現れたのは，当地でも工業危機が問題となったうえに
農業での一連の不作と建設業の衰退が併発した1978年のことであった。このように経済危
機の出現が遅くかつ軽微であっただけでなく， 危機からの回復も他の地方に先行してい
た。いち早く1982年から工業が徐々に回復したのであるが，それはサービス部門の堅調な
伸びとも相まって，アラゴン経済を再び成長プロセスに乗せることになった。その後86年
から始まったスペイン経済全般の回復は，こうした成長にはずみをつけたのである。
まず，この地方の経済危機を緩和しつつその出現を遅らせた要因は，工業が多様化して
おり「劃享長大」型の危機的部門のウエートが低かった点に求められる。すなわちアラゴ
ン地方の工業は，エネルギー生産のほかに金属製品・輸送機器・機械・プラントの製造お
よび食品・飲料・タバコなどの広範な分野から構成されている。なかでもエネルギーと輸
送機器は，当該工業生産に占めるウエート（それぞれほぼ27彩と15彩）からみて際立って
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いる（文献⑬ p. 108)。ヒ゜レネー山脈から流れ落ちるエブロ河の多くの支流にダムがつく
られ，バスクやカタルーニア地方の工業地帯に供給されてきた水力発電は，スペイン全体
の20%前後に達する。ヒ°レネー山麓のアラゴン州ウエスカ県に立地するこうした水力発電
に加えて，同州テルエル県産の亜炭も石油危機以降，火力発電用に再利用が進められてい
るのである。こうした代替エネルギーの存在が「石油ショック」を和らげるのに貢献した
ことは言うまでもない。そのうえアラゴン地方では「危機的」工業部門の比重がそれほど
高くなかった。危機に瀕した分野としては，この地方に伝統的なプラントや建設資材と繊
維産業が挙げられるにすぎない。前二者は危機につうじて消滅し，また後者の繊維部門も
生産と雇用を1973年から1981年の間に半減するにいたった。こうして危機的部門の調整は
順調にはかどり，すでに1982年にはそのヤマを越しただけでなく， 90年代に需要の落ち込
みと対外競争の激化が予想される比較劣位部門—たとえば繊維・皮革•履物・機械製造
ーからの撤退もすすんだのである（文献⑬ p. 109)。
つぎに，軽微でしかも遅く始まった「危機」からアラゴン経済をいち早く回復させた要
因として，ゼネラルモータース・エスパーニャ社の直接投資を特筆しなければならない。
エネルギ一部門と並んでアラゴン地方を代表する輸送機器部門に進出した GM社は，こ
の地方が回復し始めた1982年に，サラゴサ市の西方約30キロに位置するフィゲルエラスに
自動車製造工場を新設したのである。当初の投資だけでも，アラゴン地方における過去10
年間の実質工業投資額に相当するものであり，設立時点からすでにこの地方で随一の従業
員数と産出高を有する企業となった。 1988年に同社の生産高は，この地方の総生産に対し
て直接および間接的に9飴強も寄与し，工業生産に限るとそれは 27.53形に達した（文献
⑬ p. 103)。優れた先端技術や経営資源を有するこうした巨大企業の進出によって，この
地方の経済が享受した「外部経済効果」については容易に想像できるだろう 6)(同じよう
な「効果」は，ナバラ地方に存在するフォルスワーゲン・セアット社グループについても
指摘できる）。
「エブロ河中流城」地帯の経済的隆盛に，工業部門とともに寄与した農業部門の動向に
ついて考察をすすめよう。まず，アラゴン地方の農業は，工業化が進んだ地方にしては高
6)なお，サラゴサには「日産モトール・イベリカ社」があり，スペインの若者の垂涎の
的である四輪駆動車「ニッサン・パトロール」を生産している。 しかしその前身は
1920年に設立された「フォード・モーター・カンパニー」であり， 日産が1980年に経
営参加したのは既存の株式取得によるものであって，そのインパクトはGM社の進出
によるものとは比較にならない，
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い就業者比率を保持し， 1985年にまだ20彩を超えていた（全国平均=17.3彩。文献⑮ p. 
103)が， 80年代後半に， 農業生産高をほぼ維持しつつ就業者比率は6ボイント余り低下
した。農機具・肥料・種子などの投入増による省力化一ーとその受皿としての非農業部門
での雇用増一ーを反映して就業者一人当たりの生産性は高まったのである。こうした生産
性の向上は， EC加盟前後に進められた農業生産の転換に裏打ちされているものと推測で
きる（ただし， 農耕50彩牧畜43%林業7彩という比率に変化はない）。 1982年から87年の
間に， トウモロコシ・果物（桃・サクランボ）ヒマワリ（搾油用）および数種類の野菜の
作付け面積と生産高が， 他の地方を上回ってかなり増え， 逆にこの地方の非常に伝統的
な作物だが将来性の薄い小麦・豆類・ぶどうについては，生産が縮小された（文献⑬ p. 
107)。かくて工業のみならず農業部門でも， 石油危機や EC加盟に伴うインパクトヘの
対応が比較的スムーズに進捗したのである。
しかし問題点がないわけではない。まず第一に，ェブロ河流域の「谷」から離れるほど
土壌はやせて土地の生産性は低下する。それゆえ，ェブロ河の中流に位置するアラゴン地
方は，広大な土地に恵まれてはいるがその大半はやせた生産性の低いものである。さらに
また，この河の上流に位置し，「谷」と「山」のコントラストが強まるリオハ地方の農業
は「二重構造」に悩まされている。リオハの「谷」沿いの農業は，その大半が灌漑設備を
有しかつ高度な技術と進んだ機械を利用して野菜類や果物（桃・りんご・アーモンド等）
を産し，スペインで有数の生産性と収益性を誇っている。スペインワインの主産地である
リオハのぶどう生産も，この地方の全耕作面積の18%と，全農業所得の22彩を占めている
（文献⑧ p. 375)。こうした豊かな「谷」の農業に対してリオハの「山」沿いでは，面積
こそ41彩を占めるものの人口は 3.6彩しかなく，人口密度も平方キロ当たり 5人にも達し
ない（同地方の平均は52.7人）。渓谷を隔てて孤立した集落間を結ぶ道に事欠き， あって
も舗装されていないこうした山岳地帯は，耕作地もごく限られており事実上「砂漠化」し
ているために，ほそぼそと牧畜や林業が営まれているにすぎない。しかも土地の大半は，
森林を中心に国または市による公有地であるがゆえに，牧畜用開発や牧草地利用に制約が
課されているという（文献⑧ p. 373)。
同じような状況はナバラ地方にも見られる。州＝県都のパンプロナとその衛星都市に人
口の半分が集まり，他方で50人未満の住民からなる集落が466もあるが，その人口は合わ
せも 1.6彩しかない（文献⑪ p. 345)。そこでは，散在する小さな分割地が老齢化した人
びとによってかろうじて利用されているにすぎない。リオハ農業の「二重構造」と通底す
る「過疎・過密」問題が存在するのである力も同種の問題はもちろんアラゴンにおいても
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—州都サラゴサとそれ以外の地方の過疎・過密という形で一~見られる。
これらの点とも関連する問題点を，もうひとつだけ指摘しておこう。インフラストラク
チャーの整備がそれである。アラゴン地方はすでに見たように，スペインではまだ稀少な
高速道路網に恵まれている。輸送以外に通信・エネルギー・教育を含むインフラストラク
チャーの指標でも，この地方は一ースペインの平均で29.48,EC平均でも37,95に対して
―40.34という高い評価を得ている（文献⑬ p. 111)。しかしそれは，バルセロナとバ
スクあるいはバルセロナとマドリードを結ぶことが主目的である高速道路網が暗示してい
るように，必ずしもアラゴン地方の主体的なニーズに適応したものではない。その証左と
してたとえば，この地方に豊富な「水」はインフラストラクチャー不足のゆえに充分に活
用されておらず，灌漑設備のある面積比はスペインの平均を上回るものではない。ナバラ
の場合も事情はほぼ同じで「経済成長に直結するようなインフラストラクチャーの重大な
不足に悩まされている」（文献⑪ p. 344)。リオハも，いまだに山岳地帯では舗装道路す
ら完備していないだけでなく，まだ「大学」のない最後の自治州に甘んじている。
この「エブロ河中流域」は70年代後半から活性化したとはいえ，人口•生産ともウエー
トは小さく（アラゴンの人口比率3.0形，生産比率3.4彩，ナバラはそれぞれ1.3形， 1.5%,
リオハは0.67形， 0.73%), スペイン経済全体におよぽす影響力も「地中海沿岸」地帯と
は比較にならない。しかし，小規模だとはいえナバラ地方については「福祉水準にかんし
てスペインのトップに位置している」（文献⑪ p. 344)点も指摘しておこう。
ナバラ王国は，カトリック両王による「スペイン統一」過程のもとでカスティーリャ王
国に統合された (1517年）後も，「副王制」のもとで実質的な「自治」を保持した。独自の
行政組織や税制に代表されるこうした地方特権 (fuero)は，その後いろんな紆余曲折を
経ながらもこの地方で唯一，現在も「地方自治」政府のもとで維持されている。そうした
ナバラの特権的地位とスペイン一の福祉水準は無縁ではなかろう。「ナバラにおける工業
への特権的な援助 (ayudasforales)は， リオハの工業化プロセスに大きなマイナスの影
響を与えてきたために，新しい工業だけでなく伝統的な工業までも（リオハから）ナバラ
地方に吸い寄せられた」（文献⑧ p. 376)からである。
マドリード経済における「危機の回避」について
かつて経済成長期に「御三家」を構成したマドリード・カタルーニア・バスクのうち，
マドリードが最もうまく危機に対処できた理由として，まず第一に「生産構造の多様化」
が挙げられる。マドリードには危機に瀕した分野一一金属生産・金属一次加工・非金属鉱
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産物・機械・自動車用電気部品・木材・コルク・家具一の他にも，危機の影響をまぬが
れた分野一一事務機器・コンピュータ・精密機械・アパレルおよび他の繊維産業・紙• 印
刷・出版—も広く展開されてきており，後者のふんばりのお蔭で前者の落ち込みがカバ
＿されたのである。第二に， 技術革新が主にマドリードを舞台に進展した点が指摘され
る。この時期に外国からの技術移転契約のうち46形は，マドリードに所在する企業と締結
され，国内の「工業技術開発センター」の投資も優先的にマドリードに配分された（文献
③ p. 34)。こうした科学技術面での優位は，マドリードを「危機」から救うのに役立っ
ただけでなく輸送・コミュニケーション用インフラ投資の呼び水となった（ただし，これ
らのインフラは然るべき関心を充分に集め得ず，後ほど見るように輸送・コミュニケーシ
ョン設備の不足が， 80年代後半にマドリード経済にとって重大なボトルネックとなる）。
第三に， 1975年から85年にかけて，生産比率で66.6%から 75.8彩へ， また雇用比率でも
59.5彩から68.5形ヘウエートを高めたサービス部門の存在を挙げなければならない。これ
らの比率は全国一高いだけでなく，その内容も最も有望な分野一ー80年代後半から加速化
するスペイン経済の「国際化」「情報化」とともに重要性を増してゆく「金融サービス」と
「生産事業所向けサービス」一に大きな比重をおいていた。これら 3要因のお蔭で一一
カタルーニアやバスクが経済的地位を低下させたにもかかわらずーーマドリード経済の生
産シェアは，危機期にあって4.05形の上昇をみただけでなく，従前からの人口や雇用の集
中プロセスも，マドリードの場合は停止しなかったのである（表5)。
2.3 「生き残ったスペイン」と「過疎化するスペイン」
経済危機のもとで「両諸島」「地中海沿岸」「エブロ河中流域」「マドリード」が成長を
持続したのに対して「カンタブリア沿海」はひどい落ち込みを記録した。これらの明暗を
わけた両地城群のあいだに「生き残ったスペイン」と「過疎化（老齢化）するスペイン」
が存在する（地図 1)。
まず「生き残ったスベイン」は， イ）ガリシア地方全域 (4県）と，口）カスティーリ
ャ＝レオン地方北部〔ドゥエロ河上流城のレオン・サモラ・バリャドリー・パレンシア・ブ
ルゴスの5県〕， ハ）ヒ°レネー山麓〔ウエスカ・レリダの2県〕， そして二）アンダルシア
地方西北部〔ベテイカ山系のハエン・コルドバ・セビリャ・ウエルバ・カディスの5県〕か
ら構成される（地図 1)。もちろん各地域ごとの推移には差異が認められるが， とりわけ
1979年以降，ガリシアからドゥエロ河上流域にいたる地域で，一人当たり所得の伸びは比
較的力強いものがあったので，これらの地域はアンダルシア地方とともに相対的な地位を
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地図1 経済状況からみた「4つのスペイン」
゜
. t::) 
ヽバレアレス諸島
ヽ
。カナリア諸島¢
o ゜ア。 j) 
成長を持続するスペイン
バレアレス・カナリア両諸島
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東部地中海沿岸：⑰ヘロナ ⑧バルセロナ ⑲クラゴナ⑫カステリョン ⑯バレンシア
③アリカンテ Rムルシア
アンダルシア東南部：④アルメリア ⑱グラナダ⑮マラガ
エプロ河中流域：Rサラゴサ⑮リハオ ⑪ナバラ（バスク地方の①アラバ県を含む）
マドリード地方：⑳マドリード
危機に瀕したスペイン
カンタプリア沿海：⑳ギプスコア ⑱ビスカヤ⑲カンタブリア ⑲アストゥリアス
生き残ったスペイン
ガリシア地方：⑮コルーニャ ＠ルーゴ⑫オレンセ ⑮ポンテベドラ
ドゥエロ河上流域：＠レオン ⑲サモラ ＠バリャドリー ＠パレンシア ⑨プルゴス
ピレネー山綾：⑫ウエスカ ⑮レリダ
アンダルシア西北部：⑬ハエン ⑭コルドバ＠セビリャ ＠ウエルパ⑪カディス
過疎化するスペイン
エストレマドゥラ地方：⑲カセレス ⑥バダホス
イベリア山系：＠ソリア ⑲グアダラハラ ⑯クエンカ ＠テルエル
カスティーリャ＝レオン南部：＠サラマンカ ⑤アビラ ＠セゴビア
カスティーリャ＝ラマンチャ南部：＠トレド⑬シウダー＝レアルRァルバセテ
出所）文献① p. 66 
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成長期よりも高めた（それらはいずれも，図1の皿象限から図2の1I象限へ移動した）。
かつて，エストレマドゥラとならんで後進地域の代名詞であったガリシア地方を浮上せ
しめた要因は，高度成長が終わった1975年段階でまだ50.7彩の就業者比率を有する第一次
産業に求められる。重化学工業化が進展した高度成長期には重荷となったガリシア地方の
農漁業は，工業が危機に陥った70年代後半からは皮肉にも救世主に変化したのである。こ
うした「危機」につよい多様化したガリシアの農漁業7).のほかに，「辺境」にあってスペ
イン中央の経済情勢にあまり左右されない環境も指摘しなければならない。「ガリシア地
方の経済的特徴はつねに，スペイン国民経済の繁栄局面や衰退局面の影響を最も受けてこ
なかった点にある」からである。
つぎに「過疎化するスペイン」は，イベリア半島中央部のセメタ（高原台地）に見られ
る。具体的には，イ）エストレマドゥラ地方全城(2県），口）イベリア山系に属する地方
〔ソリア・グアダラハラ・クエンカ・テルエルの4県〕，ハ）カスティーリャ＝レオン地方
南部〔サラマンカ・アビラ・セゴビアの3県〕そして， 二）カスティーリャ＝ラマンチャ
地方南部〔トレド・シウダ＿＝レアル・アルバセテの3県〕から構成される（地図1)。要
するに，広大なスペイン内陸部に位置する両カスティーリャ地方とエスレトマドゥラ地方
に，アラゴン地方のテルエルを加え，代わりに首都マドリードとドゥエロ河上流城の地方
を除くと「過疎化するスペイン」が出現するのである（地図1)。
灌漑設備もなく生産性の低い伝統的な農業地帯であるスペイン内陸地方から周辺諸地方
への人口移動は，すでに触れたように17世紀以来の趨勢であったが， 60年代の経済成長期
には数百万の労働者が有利な職を求めて「豊かな東北経済圏」やヨーロッパに移住した。
その結果，「過疎化するスペイン」の主な舞台である両カスティーリャ地方とエストレマ
ドゥラ地方は，面積比で42.6彩を占めるにもかかわらず， 1973年段階で人口比は15.6彩，
また生産 (GDP)比で1.9彩を数えるにすぎなかった。しかも，石油ショックに端を発す
る経済危機によって，豊かな「都会」やヨーロッパで職を失った人びとが故郷に舞い戻る
ことになる70年代後半以降も，この問題の地城の人口比は1985年の時点で13.9彩に落ち込
み，生産比も11.3%に低下したのである。つまりこの時期に， 失職して故郷に還流した
「高年層」の数よりも，依然として有利な職場を求めて流出する「若年層」のほうが多か
7)ガリシアにおける漁業の重要性を特筆しておこう。スペイン人はヨーロッパのなかで
は魚介類を好む部類に属し，その需要をもっとも充たしているのはガリシア地方なの
である。 80年代半ばの数値によれば，水揚げ高（価額表示）の 1・2位はこの地方の
港ビーゴとコルーニャで占められている；文献⑥ p. 1057, Cuadro 10. 
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ったわけだが，こうした事態は憂慮すべきものであると言わざるを得ない。なぜなら，経
済危機下での移住者の還流は，「過疎化」の緩和に一時的に資するものの， それを担う実
体はすでに働き盛りをすぎた「高年層」で占められていたものとすれば，いずれその地方
は「老齢化」をへて一ーしかるべき産業の活性化がないかぎり一急速な「過疎化」への
途をたどることになるからである。さらにそうした将来の恐れもさることながら，不況下
においてもなお求職のために故郷を離れざるを得ない人びとが，失職して故郷にもどった
人びと一ーその数は，かつての流出者数から推測して決して少ないものではない一ーを上
回ったという深刻な事実を直視しなければならない。年間雨量が数百ミリにすぎず「砂漠
化」しつつあるセメタの厳しい自然はこうした事態と無関係ではない。ともあれ，そうし
た深刻な事態は，民主化のプロセスで形成された「地方自治」政府が，新憲法でうたわれ
た「地域連帯」の精神に沿って，問題解決を図れるか否かの大きな試金石となっている。
3. 経済回復期 (1985~90年）における地域間不均衡の進展
1975年から85年まで10年間も続いた経済危機は，やっと 1985年に底をうって「経済回
復」の軌道に乗った。図4から明らかなように，スペインの一人当たり所得水準は，高度
成長の成果が結実した 1975年に最高の水準=81.1(ECの平均一人当たり所得=100)に
達したのち， 10年間の経済危機が終息した1985年には．ほぼ20年前の1966年水準=(71.8) 
に逆戻りしていた。そして，経済回復の5年間をへた1991年の水準=79.2 (暫定値）は，
1973年（もしくは76年）レベルまで引き上げられた。だが， 91年から世界経済は下降局面
に入り，スペイン経済の成長率も90年の3.7彩から， 91年に2.3彩，そして1992年はオリン
ピックや万博の年（スペイン・イャー）であったにもかかわらず， 1彩台に落ち込んだ。
このようにスペイン経済は90年代に入って再び「低迷」の時代を迎えたものと考えられ
るが，ここではまず80年代後半に経済回復をもたらした要因から考察しよう（「低迷」期
については，現在進行中の事態でもあり，いずれ機会をあらためて論及したい）。
スペイン経済を80年代後半に回復させた要因は，次の3点に要約できる。
第一に，民主化プロセス途上の1977年10月に，すべての政治勢力を結集して取り決められ
た政治・経済両面にわたる「モンクロア協定」のうち，後回しにされてきた「経済調整」に
かんして， 82年10月に圧倒的な国民的支持をえて誕生した社会労働党政権のもとで，工業
・輸送サービス・金融部門を中心に，本腰を入れて取り組まれた点を挙げねばならない。
第二に，すでに触れたように1983年から合衆国を先頭にして世界経済は，スペインより一
足はやく回復しはじめ，加えてプラザ合意 (1985年）に従って米ドルが減価しただけでな
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図4 スペインの一人当たり所得水準の推移 (EEC平均=100)
安定化計画とその後の経済発展期 I 経済危機と危機の調整 I 経済回復と
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出所）文献② p. 5 
く1986年から石油価格や原材料価格も相対的に低下したために，実質交易条件の大幅な改
善が見られた。こうした状況を背景に世界貿易は年平均8~9%台の伸びを記録したので
あるが，スペイン経済の回復はそうした外生的要因にもたすけられた。さらに，スペイン
独自の第三の要因が作用した。すなわち EC加盟を目前にした 1985年に， 実質投資は事
実上10年ぶりにプラスに転じた。かくて，経済危機のもとで放置された資本設備を修復す
るためだけでなく， EC諸国との新たな競争に備えるためにも， 86年から「投資ブーム」
が生じたのである。 EC加盟による影響＝「EC効果」は， こうしてスペイン内部で発
生したと同時に国外にもあらわれた。新加盟国スベインヘ87年頃から外国資本が押し寄せ
「この国は買い取られようとしている」との危惧感を醸成するまでになったのである。
こうしてスベイン経済は，回復期に内需主導型の成長プロセスをたどり年平均成長率を
4.5%に高めた。この回復期の経済成長の特徴は， まず第一に，建設部門が経済回復をリ
ードする役目を演じた点に求められる。というのも， EC加盟を契機に生産的な建設投資
のみならず消費用の（ときには投機的な）不動産投資プームが生じからである。その結果
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たとえばマドリード市の中心部では， 3年たらずの間に土地・不動産価格が5~6倍に跳
ねあがったと報告されている（文献⑦ p. 297)。さらに公共支出政策がそれに拍車をかけ
た。従来から深刻な不足が指摘され，かつ経済回復とともに拡充の必要性が増した輸送・
コミュニケーションなどのインフラストラクチャー整備に公共投資が向けられたのであ
る。こうした民間の設備投資と住宅投資や「公共事業」支出を背景に起こった建設投資プ
ームは1990年まで持続した（この期間の年平均の実質成長率はほぼ10彩に達する。表6)。
鳶設プームとは裏腹に，第一次産業（農漁業）の伸びはこの時期，平均して年1%程度
にとどまった。温暖な気候を利用した早生の野菜・果物や高級種のぶどう栽培など特定の
分野を除くと，農業部門は大きな落ち込みを記録した。ちなみに農漁業就業者は， 1985年
から89年までで37万7300人，さらに90年には12万6000人，合わせて50万人余りがこの回復
期に減少した。具体的には，伝統的農作物の穀物・豆類・ジャガイモの生産が低下したの
に対して柑橘類・野菜・食肉の生産は上昇したために，特定の農業地域の推移は，その地
域が特化している農産物の作柄や市況に左右されることになった。
漁業もまたこの回復期に長い危機に陥り， 1989年の漁獲高は85年よりも14%下回った。
というのも， EC加盟に際してフランス・アイルランド・イギリスを中心に一200海里
の「排他的経済水域」をタテにして， ヨーロッパで随一の漁獲高を有するスペイン漁船団
は「新無敵艦隊」であるというキャンペーンが張られ—強い圧力がかけられた。そこで
スペイン漁船は，加盟後1吟斗こわたる移行期間中，これまでの漁場での操業を制限された
り閉め出されることになったのである（文献⑥ pp. 1059~1060)。
残る二つの主要な部門である工業とサービス産業はいずれも， GDPの成長率とほぽ同
表6 各部門における実質生産の推移 (1986~89年）
一対前年比変化率彩一
I農漁業工 業 建設業サービス （要G素D費P用）
1986 -5.5 3.1 6.1 3.6 3.0 
1987 7.3 4.9 8.6 4.8 5.2 
1988 4.8 5.0 11.1 5.2 5.5 
1989 -2.7 5.5 13.0 4.9 5.2 
鐸間変化率 1 3.4 19.8 44.7 19.8 20.3 
年変化率 0.8 4.6 9.7 4.6 4.7 
出所）文献② p. 22 
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じ4劣台の伸びをこの時期に示した（表6)。危機期に，平均を上回る成長率 (2.4彩）を
記録した唯一の部門＝サービス産業とは異なり，深刻な落ち込みに喘いでいた工業部門が
80年代後半に回復した点は注目に値する。そうした工業生産の回復は， とりわけ「金属加
工」と「輸送機器」において際立っていたが，その背後には投資需要や景気回復に伴う耐
久消費財需要があることは言うまでもない。それらに続いて非金属鉱産物（建設資材）や
木材・紙・ゴム・プラスチック製品の分野で生産は回復した（文献@p. 25)。農産物の
場合と同様に，どのような工業製品が当該地域に立地するかによって，その地域の経済回
復の程度は左右されたものと考えられる。以上の各部門の回復状況を念頭において，つぎ
に地域ごとの動向を簡単に考察しよう。
3. 1 依然として好調な地域一ー「両諸島」「地中海沿岸」「エプロ河中流域」
危機期につづいて生産と一人当たり所得を最も伸ばしたバレアレス諸島とカナリア諸島
は， 表 1 から明らかなように人ロ・雇用• 生産のいずれのシェアをも高めた。その要因
は，繰り返すまでもなく観光業に求められる。これら観光の島のサービス産業従事者の比
率はマドリード (68.6彩）に次いで高く，カナリア諸島の場合は67.9彩，バレアレス諸島
は65.2彩に達した (1989年）。
「地中海沿岸」地方（カタルーニア・バレンシア・ムルシアおよび場合によってアンダ
ルシア東部を含む）の経済発展軸も，この回復期にはっきりと定着した。その背後の要因
は前節で詳しく説明したので，ここではその将来性について触れておこう。
スペインにあって交通などコミュニケーション面で恵まれた「地中海沿岸」ベルト地帯
の展望は， EC加盟後さらに大きくひらけた。バルセロナ・リヨン・ミラノ・ローマを核
とする「西地中海・ユーロ地域」が形づくられて，そ.,..で ECレヘルの地域政策が展開
された暁には，この地域での大きな不均衡も解消され一層の発展が見込まれるからである
（文献⑩ p. 820)。こうした「地中海軸」の将来の可能性をより大きくするうえで，アン
ダルシア東部海岸とくにマラガを中心に躍進してきた観光業（「太陽海岸」）や，アルメリ
ア・グラナダ両県の沿海地方で亜熱帯性作物を栽培している資本集約的な近代的農業も貢
献することだろう。だが，全ヨーロッパ的視点にたつと「西地中海・ ユーロ地域」はやは
り周辺性を免れはしない。スペインから見るとこの「地中海軸」はヨーロッパヘの恰好の
アプローチではあっても， ョーロッパ (EC)から見て最も地理的アクセスと潜在的経済
カの面で恵まれているのは，シュツットガルト・ハンブルク・リールを頂点とする「黄金
の三角形」なのである。言い換えれば， (I日）西ドイツ・ベルギー・オランダに重心をお
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いた地域一ーもう少し広く解釈すると，ロンドン・アムステルダム・ブリュッセル・ボン
・ルクセンブルク・ミュンヘン・チューリッヒ・ミラノで構成される「半月地帯」一ーに
ECの求心力が働いていることを認めざるを得ず，楽観は許されない。
「エブロ河中流域」地方も，「地中海沿岸」の経済発展軸と同じようにこの回復期にみ
ずからの地歩をかためた。ここでは，その地域の特徴的な動向について簡単に触れるだけ
にしておこう。まず， 80年代後半のスペイン経済の回復はなによりもまず建設部門の躍進
に依拠していたにもかかわらず，この地方ではそうした「建設ブーム」は認められない。
この地域の底固い成長を支えた要因は，アラゴン地方で見られたような，生産性の向上に
裏打ちされた農業といち早い回復を達成した工業に求められる。外部からの影響にあまり
左右されない工業と農業に立脚して，この地域は経済基盤を強化したのである。つまり，
マドリードに代表されるような EC加盟による「建設ブーム」や， 両諸島のような「槻
光プーム」とは無縁であった。「観光」関連をはじめとするサービス産業の開発は，むし
ろ今後この地域がさらに発展するための課題として残されていると言えよう。たとえばヒ°
レネー山麓にはまだ手垢のついていない，銅光地というよりも静かな保養地があちこちに
ひっそりと残されている。スペインの他の地方や ECなど外部からの影響を， エストレ
マドゥラとならんで受けにくく独立性の高いリオハ地方（文献⑫ p. 64)や，それほどで
はないとはいえアラゴンやナバラ地方の「辺鄭さ」が，スペイン一般のパターンとは異な
るこうした経済回復を，それらの地方に可能にしたものと考えられる。
3.2 マドリード経済の後退
以上の3地域が「危機期」につづいて成長を維持したのに対して，ついにマドリードは
「回復期」にもかかわらずこれら成長グループから離脱し，生産のシェアをはじめて低下
させた（表7)。その要因をつぎに簡単に見ておこう。
20世紀になってマドリードは，すでに述べたように恵まれた3条件（地理的条件・首都
であるがゆえの優位さ・整備された輸送通信網）を十二分に活用して，先行するカタルー
ニア・バスク経済に足早に追いついてきた。しかし，スペイン経済全体が長い経済危機か
ら抜け出して「回復」プロセスにやっと入ったこの時期に，皮肉にもマドリード経済は初
めて相対的地位を後退させたのである。すぐ思いつくひとつの要因は，新憲法に基づいて
形成された「地方自治」政府の出現であろう。この新しい17の地方政府に，マドリードの
中央政府から権限と財源の移譲がおこなわれ，各地方の実情や住民のニーズにあった地域
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政策や社会政策を実施するチャンスが与えられた。民主制の地域的「内実化」をはかる条
件がこれによって整備されたと評価できる。だが，同時にそれは，マドリード経済を押し
上げてきた三つの条件の一角（首都であることの優位さ）を掘り崩すことになったものと
考えられる。
「自由と民主主義を回復したスペインは，国際社会への統合プロセスにはっきりと踏み
込むことによって， ヨーロッパの周辺国としての政治的経済的状況を緩和することができ
たが，逆にマドリードは，アクセスが悪くなったために中心からはずれた地域になってし
まった」（文献⑦ pp. 292~293)。 こうしたマドリードにとって嘆かわしい状況は， 上述
の政治的要素のほかにもっと重要で具体的な要因にもとづいている。すなわち， 3条件の
ひとつを構成してきた「輸送通信システム」が老朽化し，あるいは不十分なものとなった
のである8)。
元来，有力な産業に恵まれない広大な「メセタ」のほぼ中心に位置するマドリードに，
適切な輸送通信（コミュニケーション）手段の不備までが指摘されるようになれば， ョー
ロッパはおろかスベインの「発展軸」からもマドリードは疎外され取り残される恐れがあ
る。マドリードをこのような苦境に追い込んだのは， スペインの長い経済危機と遅れた
「情報化社会」への参入にあると思われる。 ともあれ， いまや ECメンバー国の首都と
して，また従来からの商品流通や先端サービスのセンターあるいは企業の意志決定の中枢
としても，その役目を適切に果たすためには， ョーロッパと直結する高速道路網の整備や
航空路の拡充のみならず国内の道路や鉄道網・テレコミュニケーションなど，輸送／通信
インフラと都市機能の充実が急がれる所以である。
3.3 アンダルシア経済の「離陸」
アンダルシアは，危機期に続いてこの回復期も全国平均を上回る一人当たり所得の伸び
を記録し（図5), はじめて人ロ・雇用•生産のシェアをいずれも高めた（表 7)。この時
期に経済的「離陸」を果たしたアンダルシアは，①バレアレス・カナリア両諸島，③カタ
ルーニア（レリダ県を除く）・バレンシア・ムルシアからなる「地中海沿岸」地方， そし
て⑧アラゴン（サラゴサ県）・リオハ・ナバラの「エプロ河中流域」地方とともに， その
経済的地盤を固めたものと評価される。長らくスペインの「後進地域」と見なされてきた
8)たとえばマドリード市内の道路網の整備は，市内環状道路M-30の開設 (1974年）以
後久しく手をつけられていない。
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アンダルシアも，こうした経済的離陸と「地方自治」の財政システムを介する所得再分配
効果によって，絶対的のみならず相対的にも経済・社会状況の改善をみたのである。
アンダルシア経済を離陸させた第一の要因は，最もダイナミックに回復した建設部門に
求められる。各地方のインフラストラクチャー整備のために国が実施した公共投資は， 80
年代後半に著しく増加し，とりわけ1987年 (3082億ペセタ）から急増して 1990年 (7099
億ペセタ）までの4年間でほぼ2兆ペセタに達した。そのうち絶対額で最大の公共投資を
受け入れたのはアンダルシア（全体の21.8彩）で，マドリードがこれに続いた (11.5彩）。
なお住民一人当たりの公共投資額で計ると，カスティーリャーラマンチャが最大の受益者
で，アラゴン・カスティーリャーレオン・アンダルシアがそれに続いた。概していずれも
後進地域で，そこへ重点的にインフラ整備のための公共投資が注ぎ込まれたのであり（文
献⑧ p. 165), アンダルシアはこうした公共投資に基本的に依拠した「建設ブーム」に沸
いたのである。
第二に，外国からの投資もまたアンダルシア経済を澗した。 1988年1月から9吟吋月ま
での期間だけでほぼ 3兆ペセタにのぼる直接投資ーーなお， 近年の外国投資全体の内訳
は，直接投資と証券投資がともに約40彩，残り約20形は不動産投資である一―—は，マドリ
ドー (39.8%)とカタルーニア (27彩）に次いでアンダルシア (9彩）に投下された。投
資対象を工業部門に限ると，外資はカタルーニア (37.7彩）・マドリード (18.9%)・アン
ダルシア (10.3%)の順に投下された（文献⑧ p. 165とp.358)。いまや外国資本にと
ってアンダルシアは，スペイン経済の双璧＝カタルー、ニア・マドリードに次ぐ魅力あるエ
業地域に変身したと言えよう。かくして1986年から89年の4年間に，アンダルシアの総工
業生産は26.8形（年率で6.1%)の伸びを示し，なかでも成長株としては金属加工・輸送
機器・電子機器・航空機部品などが挙げられる。ついでながらこの地域の農漁業は同じ時
期に年率で0.4%しか成長せず，アンダルシアは低迷するこの部門から急ヒ°ッチで撤退し
つつある（文献③ p. 162)。
第三に， 60%強の生産シェアをもつサービス産業とりわけ槻光業の順調な推移ー一例え
ばホテルの数はスペイン全体の3分の1に達し．ァンダルシアを訪れる槻光客は年間550
万人にのぼる一ーを指摘しなければならない。要するに，ァンダルシア経済をこの時期に
「離陸」させた要因は，建設部門の活性化•生産シェアでは18%程度にすぎないとはいえ
エ疇門の回復•そしてサービス産業の好調な推移とりわけ「太陽をもっぱらの売り物」
とする観光産業の躍進に求められるのである。
こうした良好なアンダルシア経済の動向は，輸出競争力の面にも反映された。 1985年か
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ら89年の期間のスペインの全輸出に占める地域別シェアは，カタルーニア (25.3%)バレ
ンシア (14.9彩）バスク (1096強）マドリード（約9%)に次いで， アンダルシア (8.4
彩）が5位にランクされた（文献⑧ p. 166)。伝統のある「御三家」＝カタル＿ニア・バ
スク・マドリードに輸出能力が依然として集中する傾向は否めないとしても，「地中海沿
岸」地帯のなかでも活力のあるバレンシアと同地帯の末端に位置する「新顔」アンダルシ
アの存在は注目に値するであろう。
最後に，地方（自治）財政システムによる所得再分配について見ておこう。
1987年のデータによると， この再分配システムをつうじて最も一人当たり所得を高めた
のはアンダルシアだった (3.5形増）のに対して，最もそれを低めたのはマドリードであ
った (2.5彩減）と報告されている。なお， もし各「地方自治」政府が最大の権限と財源
の移譲を受けた場合，最も利益を受けるのはエストレマドゥラ (7劣増）で，その対極に
あるのがマドリード (3彩減）であると推定される（文献③ p. 164)。
3.4 低迷しつづける地域
まず「カンタプリア沿海工業地帯」は依然として危機のなかにある（図 5)。やっと
1989年にアストゥリアスで5.2鍬カンタブリアで6.4劣，そしてバスクでも 5.7彩という
全国平均 (5.2彩）と同等もしくはやや上回る成長率が記録され，「危機」を脱したかに見
えたが，しかし「湾岸戦争」の影響がひびいた90年に成長率はそれぞれ3.6%・3.2彩・
3.6彩に， 91年にはさらに1.6彩・ 2.6形・ 2.396までに落ち込んだ。
エストレマドゥラ経済も，この地域の工業生産の40劣以上を占める電力生産のみならず
農業生産も不振に陥ったために，明らかな後退のプロセスをたどった。この地方の特性か
らみて潜在な可能性を秘めた「食品工業」が進展せず，その他の工業開発も試みられたが
成果を挙げ得なかったのである。
両カスティーリャ経済も，エストレマドゥラよりいくらかましだが後退した。灌漑設備
のない伝統的農業への依存度が高いカスティーリャ地方の経済状況は，漁業のウエートが
高いガリシアと同様に EC加盟後， より困難なものになっている。そのなかにあって
愁眉を開かせる要素としては， ①カスティーリャ＝レオン地方のバリャドリー・ゴルゴス
・パレンシアを結ぶ「三角地帯」で工業が大きく成長した一ーこの工業地帯は， EC加盟
に伴い「国境」が取り除かれて経済関係を深めたボルトガルに向けて，さらに伸びる可能
性もある一ーことと,R一人当たりの公共投資額で最大の受益者となったカスティーリ
ャーラマンチャ地方で，コミュニケーション関連のインフラ改善がみられたことや，マド
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図5 各地域の不均等発展ー経済回復期 (1985~89年）
1人当たりGDPの年平均成長率％（全国平均=4.7%)
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出所）文献③ p. 39 
リードの圧倒的な経済力がグアダラハラおよびトレドに向けて伝播することに伴う好影響
＝波及効果が指摘される（文献③ p. 38)。
最後に，高度成長期 (1960~74年）に GDPシェアを5彩余り低下させ，危機期 (1975
~85年）に浮上してそれを1960年レベルまでほぼ挽回したガリシア経済は，この回復期に
再び落ち込んだ。大勢に逆行するこうしたガリシアの経済動向の主な説明要因は，独自の
言語と歴史を有する民族性や「辺境」に位置する地城性も無関係ではないとしても， 17の
自治州のうちで最高の第一次産業就業者比率 (36.7彩）と最低の第三次産業就業者比
率 (39.5彩）一ーなお， 第二次産業のそれはエストレマドゥラ (22.3彩）カナリア諸島
(22.5%) に次いで低い (23.8彩）。いずれも 1989年—に反映された生産構造に求めら
れるであろう。「脱農（漁）業化」「サービス化」の時代にあって，ガリシア経済はそうし
た趨勢に逆らって「わが道をゆく」かのような推移をたどっている。
スペインの従来の「後進・後退地城」は， 1980年代後半にはいってアンダルシアの「離
陸」に代表されるようにその内容を一新しつつある。それらの地域の活性化に資する諸措
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置が実施されたからである。第一に，「地方自治」政府を介する所得再分配や公共インフ
ラ投資をつうじて貧困や後進性の打破が試みられた。第二に， EC加盟を契機にしてヨー
ロッパレベルの「地域政策プログラム」が適用され，その問題を解決する新たな途もひら
かれた。本来の「後進地城」ではないパスクやアストゥリアスは，それぞれ「後退し斜陽
化した」地域と「後退し産業再編の必要な」地域に指定されたうえで， EC地域政策の対
象となっている。第三に，外国の民間資本の流入から利益を得たアンダルシアのような経
済もあった。
だが，それでもなお事態の改善が見られない地方も残っている。エストレマドゥラとガ
リシアがその典型であるが，こうした地域を救う方策ほあるのか。
4. スペインの地域政策―むすびにかえて
1960年代以降の高度成長期にはっきり見られた一人当たり所得の地城間均等化傾向は，
80年代後半の経済回復期に弱まった。この回復期に， 比較的豊かな地域は高成長をたど
り， 危機に瀕したカンタブリア沿海地方や貧しいエストレマドゥラ・ガリシア・両カス
ティーリャ地方は低成長を続けたために，「生産集中」プロセスが再現しただけでなく，
高度成長期の「人口移動」も70年代の初めからブレーキがかかり80年代に入ってついに停
止ないし逆流した。その結果，成長期に顕著だった一人当たり所得の均等化傾向は，危機
期における横ばい状態を経て， この回復期にわずかながら逆転する兆しさえ見せた (144
ページの脚注の表，とくにジーニ係数をみよ）。そうした望ましくない経済的動向に歯止
めをかけ，また最も深刻な状況下にあるエストレマドゥラやガリシアなどの地域経済を救
うためにも，地域政策は重要である。
スペインの地域（開発）政策は，マクロ経済調整に追われて，資金面の余裕もなかった
経済危機期に事実上その姿を消した。 1979年から80年にかけて民主中道連合政府が初めて
長期経済計画の一環として打ち出し，また1983年に社会労働党政府が再提起した「産業再
編」政策は，主として国民経済もしくは生産部門の観点に立つものであって，特定の地域
のための措置が採られることは，雇用減や企業（公企業を含む）の倒産に悩む当該地域か
らの強い社会的抗議が生じた場合に限られていた。かくて地域政策が経済政策のなかにあ
る程度の重みをもって復活するのは，経済危機の長いトンネルから抜け出る1985年のこと
であった。そしてこの時期の地城政策は，フランコ時代のそれ（第一次～第三次「発展計
画」）とはまった＜性質を異にしている。 60年代の地域「発展計画」で主として前面に出る
のはほとんどもっぱら「中央政府」であったのに対して， 民主化され ECにも加盟した
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現在のスペイン地域政策の遂行主体は，地方自治政府・中央政府・EC委員会であって，
近年はさらに，雇用創出•投資誘致・企業向けサービス提供にかんして多数の市町村当局
もイニシアチブをとるようになった（文献Rp.44)。
こうした新しい地域政策の特徴は，新憲法にうたわれた「地域連帯」精神に基づく「地
域間格差是正基金」 FCIの創設に集約的に示されている。同基金をつうじて:--通常の
予算上の移転支出や，公共投資によるテコ入れのほかに一一より低開発の地域により高い
一人当たり所得の配分が可能になった。この制度が始まった1982年から89年までの統計
で，つねに最大の資金援助を受けてきたのはエストレマドゥラであり（年平均住民一人当
たり 1万3000ペセタ余り），逆に最も低い受益者はマドリード (1982,..,;87年）やバレアレス
諸島 (1988年～）だった（文献③ p. 356,)。同じ趣旨の移転は， 「欧州地域開発基金」
ERDFによって ECレベルでも行われている。 1988年1月から，「地方自治」政府が共
通のフォーマットによって作成し提出した「地域開発計画」 PDR照らして ECは，該当
する地域に援助を与えることになった9)。 さらにスペイン国内でも，イ）最後進地域の開
発促進（目標1)と， 口）斜陽工業地域の再編推進（目標2)を進捗させるために「地城
開発再編計画」が策定された。 1989年~93年の投資予定額（中央・地方政府と公企業の合
計）は，前者の地域に90億ペセタ，また後者の地域に53億3000万ペセタと比較的小規模で
はある（文献⑧p.163)が，地域政策の一環を構成するものとして指摘しておきたい。
なお，スペインの「地域開発と公企業」について補足しておこう。地域開発に寄与する
目的で創設された公企業=SOD!(地域産業開発会社）は，地域（開発）政策の一環とし
て1972年にガリシアで第1号が生まれ，つづいてアンダルシア（同72年）エストレマドゥ
ラ (1978年）カナリア諸島（同78年）や， 1982~8峠三にはカスティーリャーレオン・カス
ティーリャーラマンチャ・アラゴンにも設立された。 1983年末現在で SOD!は全体として
296社に関与し， 総投資額は94億8800万ペセタに達した。その後さらに，いろいろな自治
州に「産業振興公社」 (Institutesde Fomento)が設置され，公企業の諸行動にかんし
て連絡調整をはかったり，「地域開発計画」 PDRで規定された優先分野に民間投資を誘致
する機能を果たそうとしている（文献⑨ p. 741)。
9)みずからの経済的社会的まとまりを確保するための行動を支援する手段として EC
は，①欧州地域開発基金 ERDFのほかに，③域内の雇用や労働力移動・職業再訓練
に資することを狙った「欧州社会基金」 ESFと，⑧農業問題に向けられた「欧州農
業指導保証基金」 FEOGAを準備している。
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これらの多様な新しい「地城政策」は，コミュニケーション関連のインフラ整備や人的
資本（教育・訓練）の充実をつうじて当該地域を，国内外の民間企業にとって魅力ある投
資対象に育て上げなければならない。企業の投資は，その地域が安定的な経済成長を遂行
するうえで不可欠なエンジンの役目を果たすからである。だが幸い「地方分権化」がすす
んだ現在，「地方自治」政府はそうした地域政策を推進する際により大きな権限ないし能
力を付与されるようになった。ちなみに， 広義の中央政府（「国」と国立大学などの「自
治行政機関」）によってコントロールされる公共支出は1970年の90%強から， 79年に85%,
90年には65.5%に低下し，さらに狭義の「中央政府」に限定すると，その支出は90年に35
％を占めるにすぎない（文献③p. 167)。「地方自治」政府は，上述のような「地域政策」
のほかに，「福祉国家」に関連する権限や財源の移譲をうけて， 地域住民のニーズに即応
したよりキメ細かい「社会政策」を実現できる受皿ともなっている。 21世紀を目前にして
スペインは， 統合された ECレベルでみのりある「地方（自治）の時代」を実現する可
能性を秘めていると言えるであろう。
(1993.4.17. +X) 
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